
平成25年度平成25年度

市民１人当たりの市税負担額

10万9,800円

　歳入のうち市税は、景気の低迷などの影響により

減少傾向にあり、予算額は前年度と比べて1億1,000

万円（1.5％）減少しています。

　地方交付税については、国による地方への財政対

策として給与関係経費の減少がなされたものの、算

定の見直しにより、前年度と比べ4,000万円（0.8％）

増加しています。

　市税や使用料、手数料などの市が自主的に調達で

きる収入である自主財源の総額は106億4,000万円と

なっており、歳入全体の44.9％を占めています。
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   　2,190万円　　△14.1％
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235億8,000万円

  国庫支出金
 29億5,564万円
（12.6％） 
《9.1％》 

市　債
19億6,330万円
（8.4％）
《29.9％》

寄附金
10億2,000万円
（4.3％） 

《△21.5％》 

県支出金
15億1,402万円
（6.4％） 
《12.2％》 

その他
32億3,017万円
（13.6％）

 《11.9％》 市　税
74億668万円

　　（31.4％）
　　《△1.5％》

地方交付税
54億9,019万円
（23.3％）
《0.8％》

235億8,000万円
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